
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）１，３－ペンタンジアミン、１，３－ビス（メチルアミン）－シクロヘキサン、お
よびその混合物からなる群から選択される有機ジアミンと、
ｂ）陰イオン界面活性剤と、
ｃ）アミンオキシド界面活性剤と、
を含む手洗い食器洗浄洗剤組成物であって、
　前記組成物はマグネシウム塩およびカルシウム塩を本質的に含有せず、前記 １
０％水溶液 は５．０～１２．５であり、前記陰イオン界面活性剤：前記アミ
ンオキシド：前記ジアミンのモル比は２７：８：１～１１：３：１である、手洗い食器洗
浄洗剤組成物。
【請求項２】
　ｉ）式：
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【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、各Ｒは、独立して水素、Ｃ１ ～Ｃ８ アルキル、およびその混合物であり、Ｒ１ は
、水素、Ｃ１ ～Ｃ６ アルキル、およびその混合物であり、ｎは２～６である）を有する（
Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ）アルキルアクリレートエステルのホモポリマー、および
ｉｉ）（ｉ）と式：
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
（式中、（ｉｉ）：（ｉ）の比が２：１～１：２である場合、Ｒ１ は、水素、Ｃ１ ～Ｃ６

アルキル、およびその混合物である）とのコポリマー
からなる群から選択される高分子気泡安定剤をさらに含み、前記高分子気泡安定剤は１，
０００～２，０００，０００ダルトンの分子量である、請求項１に記載の手洗い食器洗剤
組成物。
【請求項３】
　手洗いによる食器洗浄への使用に適切な洗剤組成物であって、前記組成物は、
ａ）０．１重量％～５重量％の、１，３－ペンタンジアミン、１，３－ビス（メチルアミ
ン）－シクロヘキサン、およびその混合物からなる群から選択される有機ジアミンと、
ｂ）５重量％～５０重量％の陰イオン界面活性剤と、
ｃ）０．５重量％～１０重量％のアミンオキシド界面活性剤と、
ｄ）０．００１重量％～２重量％の香料と、
ｅ）ｉ）式：
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、各Ｒは、独立して水素、Ｃ１ ～Ｃ８ アルキル、およびその混合物であり、Ｒ１ は
、水素、Ｃ１ ～Ｃ６ アルキル、およびその混合物であり、ｎは２～６である）を有する（
Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ）アルキルアクリレートのエステルのホモポリマー、および
ｉｉ）（ｉ）と式：
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【化４】
　
　
　
　
　
　
　
（式中、（ｉｉ）：（ｉ）の比が２：１～１：２である場合、Ｒ１ は、水素、Ｃ１ ～Ｃ６

アルキル、およびその混合物である）とのコポリマー
からなる群から選択される０．０１重量％～５重量％の高分子気泡安定剤と、を含み、
前記高分子気泡安定剤は１，０００～２，０００，０００ダルトンの分子量を有し、前記
組成物はマグネシウム塩およびカルシウム塩を本質的に含有せず、前記 １０％水
溶液 は５．０～１２．５であり、前記陰イオン界面活性剤：前記アミンオキ
シド：前記ジアミンのモル比は２７：８：１～１１：３：１である、洗剤組成物。
【請求項４】
　ポリヒドロキシ脂肪酸アミド、ベタイン、スルホベタイン、アルキルポリグリコシド、
アルキルエトキシレート、およびその混合物からなる群から選択される非イオン界面活性
剤をさらに含む、請求項１～ のいずれか１項に記載の手洗い食器洗浄洗剤組成物。
【請求項５】
　前記陰イオン界面活性剤は、直鎖アルキルベンゼンスルホネート、αオレフィンスルホ
ネート、パラフィンスルホネート、メチルエステルスルホネート、アルキルスルフェート
、アルキルアルコキシスルフェート、アルキルスルホネート、アルキルアルコキシル化ス
ルフェート、サルコシネート、タウリネート、アルキルアルコキシカルボキシレート、お
よびその混合物からなる群から選択される、請求項１～ のいずれか１項に記載の手洗い
食器洗浄洗剤組成物。
【請求項６】
　ポリカルボキシレートビルダーをさらに含み、前記ポリカルボキシレートビルダーは、
クエン酸、マレイン酸、コハク酸の誘導体、およびその混合物からなる群から選択される
、請求項１～ のいずれか１項に記載の手洗い食器洗浄洗剤組成物。
【請求項７】
　汚れ放出ポリマー、高分子分散剤、多糖類、研磨剤、殺菌剤、曇り止め剤、ビルダー、
酵素、染料、香料、増粘剤、抗酸化剤、加工助剤、起泡増進剤、緩衝液、抗真菌剤または
カビ調節剤、昆虫忌避薬、防食助剤、およびキレート剤から選択される１つまたは複数の
洗剤添加物をさらに含む、請求項１～ のいずれか１項に記載の手洗い食器洗浄洗剤組成
物。
【請求項８】
　液体形態の、請求項１～ のいずれか１項に記載の手洗い食器洗浄洗剤組成物。
【請求項９】
　前記有機ジアミンは、１，３－ビス（メチルアミン）－シクロヘキサンである、請求項
１～ のいずれか１項に記載の組成物。
【請求項１０】
　０．１重量％～１５重量％のｐＫａ７～ｐＫａ１０の緩衝液をさらに含み、前記緩衝液
は、炭酸アルカリ金属塩、リン酸アルカリ金属塩、リジン、トリ（ヒドロキシメチル）ア
ミノメタン、およびその混合物からなる群から選択される、請求項１～ のいずれか１項
に記載の手洗い食器洗浄洗剤組成物。
【請求項１１】
　食卓用食器類の洗浄方法であって、前記方法は、洗浄の必要がある汚れた食卓用食器類
を請求項１～ のいずれか１項に記載の組成物の水溶液と接触させることを含む、食卓
用食器類の洗浄方法。
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【発明の詳細な説明】
【０００１】
［発明の分野］
本発明は、低分子量の有機ジアミンを含む洗剤組成物に関する。より詳細には、本発明は
、改良された油脂除去能および泡立ちにおける利点を有する手洗い食器洗浄用洗剤組成物
に関する。本発明の洗剤はまた、改良された低温での安定特性および優れた溶解特性なら
びに改良された食品の染み除去および抗菌特性を有する。
【０００２】
手洗い食器洗浄洗剤に処方された場合、ジアミンは、食器洗浄分野において長期にわたり
既知の界面活性増進剤（ booster）としてのＣａ／Ｍｇイオンを低レベルで使用するため
の代替物として有効である。ジアミンは、油脂清浄、泡立ち、溶解、硬水での清浄（クリ
ーニング）の利点、および低温での安定性を提供し、Ｃａ／Ｍｇに関連する短所がない。
【０００３】
［発明の背景］
典型的な市販の手洗い食器洗浄組成物は、軟水における適切な油脂除去能を確実にするた
めに二価のイオン（Ｍｇ、Ｃａ）が組込まれている。しかし、陰イオン界面活性剤、非イ
オン界面活性剤、または別の界面活性剤（例えば、アミンオキシド、アルキルエトキシレ
ート、アルカノイルグルコースアミド、アルキルベタイン）を含む処方物中の二価のイオ
ンの存在により、製品の水との混合速度が遅くなり（よって、泡立ちが不十分になる）、
すすぎが不十分になり、低温での安定特性が不十分になる。さらに、Ｃａ／Ｍｇを含む安
定な食器洗浄洗剤の調製は、ＣａおよびＭｇによるｐＨの上昇に関連する沈殿の発生によ
り、非常に困難である。手洗い食器洗浄への適切な洗剤組成物中へのアミンオキシドおよ
び陰イオン界面活性剤の組み入れにより、界面活性剤の組み合わせが、特に、微粒子の汚
れを含む溶液中で、より優れた清浄効果だけでなく、処方物の泡立ちも改善されるので、
非常に望ましい。陰イオン界面活性剤とＣａ／Ｍｇ洗剤成分とを組み合わせた２％を超え
るアミンオキシドレベルにより、５℃未満での製品の凝固などの低温での安定が問題にな
ることも周知である。従って、低温において安定であり、さらに、従来のＣａ／Ｍｇ系で
は不安定で油脂除去および強い食品清浄の利点が得られないｐＨ、典型的にはｐＨ９また
はそれ未満の硬水中で、油脂除去および強い食物清浄力を得ることができる手洗い食器洗
浄に適切な洗剤組成物が必要とされている。
【０００４】
［背景技術］
米国特許第 4,556,509号および特開昭第６３－１３１１２４号公報（１９８８年６月３日
）。
【０００５】
［発明の要旨］
特定のモル比でのアミンオキシドと陰イオン界面活性剤と組み合わせた、一定の有機ジア
ミンの使用（詳細は以下に説明する）により、従来の洗剤組成物中のＭｇまたはＣａイオ
ンの使用と比較して、頑固な食物汚れの清浄および油脂／油の除去が改良されることが見
出された。思いがけず、これらの有機ジアミンはまた、汚れ（特に、脂肪酸およびタンパ
ク質を含む汚れ）の存在下での気泡安定性が改良されている。
【０００６】
さらに、本明細書中で考察されたジアミンの強い油脂除去能は、油脂性能における利点を
維持しながら処方物由来のＭｇ／Ｃａイオンの除去を可能にする。さらに、Ｍｇ／Ｃａ除
去により、溶解、すすぎ、および低温での製品の安定性における利点が改善される。
【０００７】
　本発明の第１の態様による洗剤組成物は、
　ａ）ｐＫ１およびｐＫ２を有する低分子量の有機ジアミンであって、前記ジアミンのｐ
Ｋ１およびｐＫ２は共に約８．０～約１１．５の範囲である有機ジアミンと、
　ｂ）陰イオン界面活性剤と、
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　ｃ）アミンオキシド界面活性剤と、
を含み、前記組成物はマグネシウム塩およびカルシウム塩を本質的に含有せず、前記

１０％水溶液 は約５．０～約１２．５であり、前記陰イオン界面活性剤
：前記アミンオキシド：前記ジアミンのモル比は約１００：４０：１～約９：０．５：１
である。
【０００８】
本発明の第２の態様では、手洗いによる食器洗浄への使用に適切な洗剤組成物であって、
前記組成物は、
ａ）４００ｇ／ｍｏｌ以下の分子量を有する約０．１重量％～約５重量％のジアミンと、
ｂ）約５重量％～約５０重量％の陰イオン界面活性剤と、
ｃ）約０．５重量％～約１０重量％のアミンオキシド界面活性剤と、
ｄ）約０．００１重量％～約２重量％の香料と、
ｅ）　ｉ）式：
【０００９】
【化７】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１０】
（式中、各Ｒは、独立して水素、Ｃ 1～Ｃ 8アルキル、およびその混合物であり、Ｒ 1は、
水素、Ｃ 1～Ｃ 6アルキル、およびその混合物であり、ｎは２～約６である）を有する（Ｎ
，Ｎ－ジアルキルアミノ）アルキルアクリレートエステルのホモポリマー、および
ｉｉ）（ｉ）と式：
【００１１】
【化８】
　
　
　
　
　
　
【００１２】
（式中、（ｉｉ）：（ｉ）の比が約２：１～約１：２である場合、Ｒ１ は、水素、Ｃ１ ～
Ｃ６ アルキル、およびその混合物である）とのコポリマー
からなる群から選択される約０．０１重量％～約５重量％の高分子気泡安定剤と、
を含み、前記高分子気泡安定剤は約１，０００～約２，０００，０００ダルトンの分子量
を有し、前記組成物はマグネシウム塩およびカルシウム塩を本質的に含有せず、前記

１０％水溶液 は約５．０～約１２．５であり、前記陰イオン界面活性剤
：前記アミンオキシド：前記ジアミンのモル比は約２７：８：１～約１１：３：１である
。
【００１３】
　本発明の第３の態様では、手洗い食器洗浄への使用に適切な洗剤組成物であって、前記
組成物は、
　ａ）ｐＫ１およびｐＫ２を有する低分子量の有機ジアミンであって、前記ジアミンのｐ
Ｋ１およびｐＫ２は共に約８．０～約１１．５の範囲である有機ジアミンと、
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　ｂ）陰イオン界面活性剤と、
を含み、前記組成物はマグネシウム塩およびカルシウム塩を本質的に含有せず、前記

１０％水溶液 は約５．０～約１２．５であり、前記陰イオン界面活性剤
：前記ジアミンのモル比は９：１を超える。
【００１４】
本明細書中で使用した全ての部、百分率、および比は、他で特記していない限り、重量％
で示す。全ての引例は、関連部分において、本明細書中で参考として援用される。
【００１５】
［発明の詳細な説明］
定義
本発明の洗剤組成物は、本明細書中で定義された「有効量」または「油脂除去改良量」の
各成分を含む。「有効量」の本明細書中のジアミンおよび本明細書中の添加成分は、少な
くともいくつかの標的の汚れ (soils)および染み (stains)に対する清浄組成物の性能を直
接的または９０％の信頼水準で有意に改良するのに十分な量を意味する。従って、組成物
の標的には、一定の油脂染みが含まれ、処方者は、このような染みに対して少なくとも直
接的に清浄性能を改良するために十分なジアミンを使用し得る。重要なことには、以下に
示した実施例から認められるように、十分に処方された洗剤では、ジアミンは、広範な種
々の汚れおよび染みに対する少なくとも直接的な清浄能の改良が得られるレベルで使用す
ることができる。
【００１６】
上記のように、本明細書では、清浄性能の少なくとも直接的な改良を達成するために有効
なレベルで、洗浄性界面活性剤と組み合わせた洗剤組成物においてジアミンが使用される
。手洗い食器洗浄組成物において、このような「使用レベル」は、汚れおよび染みのタイ
プおよび強さだけでなく、洗浄水の温度、洗浄水の容積、および食器類を洗浄水に接触さ
せる時間の長さに依存して変化し得る。
【００１７】
洗剤組成物の使用者の癖および習慣は非常に差があるので、組成物は、組成物の重量に対
して好ましくは、少なくとも約０．１％、より好ましくは少なくとも約０．２％、さらに
より好ましくは少なくとも約０．２５％、さらにより好ましくは少なくとも約０．５％の
ジアミンを含む。組成物はまた、組成物の重量に対して、好ましくは約１５％以下、より
好ましくは約１０％以下、さらにより好ましくは約６％以下、さらにより好ましくは、約
５％以下、さらにより好ましくは約１．５％以下のジアミンを含む。
【００１８】
そのいくつかの態様のうちの１つでは、本発明は、本発明の特定のジアミンと界面活性剤
との組み合わせによって、脂／油汚れの除去を促進する手段を提供する。「毎日」の脂／
油汚れは、トリグリセリド、脂質、複合多糖類、脂肪酸、無機塩類、およびタンパク質物
質の混合物である。
【００１９】
理論に拘束されないが、強い油脂除去能の利点は、軟水における油脂除去能を強化するた
めに、広範な硬度（ＣａＣＯ 3として約１，０００ｐｐｍまで）にわたる有機ジアミンが
手洗い食器洗浄洗剤中の二価のイオンの必要性を取り除くことによって達成されると考え
られる。明らかに、従来の手洗い食器洗浄処方物からの二価のイオンの除去により、製品
と水との混合速度（「溶解」という）、泡立ち、すすぎ、および低温での安定性において
、利点がもたらされる。
【００２０】
消費者の好みに依存して、本明細書の組成物を、約５０センチポイズ以上、好ましくは約
１００センチポイズ以上、より好ましくは約１００～約４００センチポイズの粘度に処方
してもよい。欧州の処方物では、組成物を、約１０００センチポイズまでの粘度に処方す
ることができる。
【００２１】
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さらに、二価のイオンの除去によって達成されるより優れた溶解速度は、優れた溶解およ
び清浄能を維持しながら、従来の処方物よりもさらに顕著に高い粘度（例えば、１，００
０センチポイズまたはそれ以上）で、処方者が手洗い食器洗浄洗剤を特にコンパクトな処
方物に作製可能にする。これは、許容可能な溶解性を維持しながら、より高い粘度のコン
パクトな製品を作製するための有意で潜在的な利点を有する。「コンパクト」または「ウ
ルトラ」は、従来の液体洗剤と比較して、水のレベルが低い洗剤処方物を意味する。水の
レベルは、洗剤組成物に対して５０重量％未満、好ましくは、３０重量％未満である。前
記濃縮製品は、少量で製品使用をすることができる消費者にも、輸送費が安くなる製造者
にも利点をもたらす。
【００２２】
ジアミン
本発明で使用されるジアミンは実質的に不純物を含有しないことが好ましい。すなわち、
「実質的に含有しない」とは、ジアミンが９５％を超えて純粋、すなわち、好ましくは９
７％、より好ましくは９９％、さらにより好ましくは９９．５％、不純物なしであること
を意味する。例として、市販のジアミン中に存在し得る不純物には、２－メチル－１，３
－ジアミノブタンおよびアルキルヒドロピリミジンが挙げられる。さらに、ジアミンが分
解してアンモニアを形成するのを回避するように、ジアミンは酸化反応物を含有すべきで
はないと考えられている。さらに、アミンオキシドおよび／または他の界面活性剤が存在
している場合、アミンオキシドまたは界面活性剤は、特に、組成物が酵素を含んでいる場
合、過酸化水素を含むべきではない。アミンオキシドまたはアミンオキシドの界面活性剤
ペースト中の好ましい過酸化水素レベルは、０～４０ｐｐｍ、より好ましくは、０～１５
ｐｐｍである。アミンオキシドおよびベタイン中にアミン不純物が存在する場合、アミン
不純物は、過酸化水素に対して、上記レベルに最小化すべきである。しかし、従来のアミ
ンオキシド（すなわち、過酸化水素を含有しないアミンオキシド）を、本発明の組成物中
で使用することができる。
【００２３】
組成物が酵素を含む場合、過酸化水素を含まない組成物を作製することが重要である。過
酸化水素は、酵素と反応して、酵素が組成物に与える有利な如何なる能力をも破壊し得る
。少量の過酸化水素でさえも、酵素を含む処方物に問題を起こし得る。しかし、ジアミン
は、存在する如何なる過酸化物とも反応し、酵素安定剤として作用し、酵素と過酸化水素
との反応を妨害し得る。ジアミンによる酵素のこの安定性の唯一の欠点は、生成された窒
素化合物がジアミン含有組成物中に存在し得る悪臭を発生すると考えられていることであ
る。ジアミンが酵素安定剤として作用することにより、ジアミンの本来の作用による組成
物への利点（すなわち、油脂清浄、泡立ち、溶解および低温での安定性）も妨げられる。
従って、悪臭を放つ化合物が生成されてその重要な役割を果たすために存在するジアミン
の量が減少する可能性があるので、実質的に過酸化水素を含まない組成物を使用すること
により、および／またはジアミンが酵素安定剤として作用し得る場合の非ジアミン抗酸化
剤の使用のいずれかによって、本発明の組成物中の不純物として存在する過酸化水素の存
在量を最少にすることが好ましい。
【００２４】
さらに、本発明の組成物が「悪臭」を発生しないことが好ましい。すなわち、ヘッドスペ
ースの臭いにより、消費者からの否定的な嗅覚反応がもたらされることがない。これは、
多くの方法によって達成することができ、これには任意の不快な臭いを隠すための香料の
使用、抗酸化剤、キレート剤などの安定剤の使用、および／または実質的に不純物を含ま
ないジアミンの使用が含まれる。理論に拘束されることを望まないが、ジアミン中に存在
する不純物が本発明の組成物中のほとんどの悪臭の原因となると考えられる。これらの不
純物は、ジアミンの調製および保存中に形成され得る。それらはまた、本発明の組成物の
調製および保存中に形成され得る。抗酸化剤およびキレート剤などの安定剤の使用により
、調製期間から最終的に消費者が使用するまで、および、これを超えて、組成物中のこれ
らの不純物の形成が阻害および／または妨害される。従って、香料、安定剤の添加、およ
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び／または本質的に不純物を含まないジアミンの使用によって、これらの悪臭の発生を除
去、抑制、および／または妨害することが最も好ましい。
【００２５】
好ましい有機ジアミンは、ｐＫ１およびｐＫ２が約８．０～約１１．５の範囲、好ましく
は、約８．４～約１１の範囲、さらにより好ましくは約８．６～約１０．７５の範囲であ
るものである。能力および供給を考慮すると、好ましい物質は、１，３－ビス（メチルア
ミン）－シクロヘキサン、１，３－プロパンジアミン（ｐＫ１＝１０．５、ｐＫ２＝８．
８）、１，６－ヘキサンジアミン（ｐＫ１＝１１、ｐＫ２＝１０）、１，３－ペンタンジ
アミン (Dytek EP)（ｐＫ１＝１０．５、ｐＫ２＝８．９）、２－メチル－１，５－ペンタ
ンジアミン (Dytek A)（ｐＫ１＝１１．２、ｐＫ２＝１０．０）である。他の好ましい物
質は、Ｃ 4～Ｃ 8の範囲のアルキレンスペーサーを有する第一級／第一級ジアミンである。
一般に、第一級ジアミンが、第二級および第三級ジアミンよりも好ましいと考えられてい
る。
【００２６】
ｐＫ１およびｐＫ２の定義
本明細書中で使用される場合、「ｐＫａ１」および「ｐＫａ２」は、当業者に集合的な型
「ｐＫａ」として既知の数量である。ｐＫａは、本明細書中で、化学分野の当業者に一般
的に既知なものと同一の様式で使用される。本明細書中で参照される値は、文献（例えば
、「 Critical Stability Constant:第２巻、アミン」、 Smith and Martel、 Pleum press
、 NY and London、 1975）から得ることができる。ｐＫａについての更なる情報は、ジア
ミンの販売元である Dupontからの情報などのような関連会社の文献から得ることができる
。
【００２７】
本明細書中での実際的な定義として、ジアミンのｐＫａを全て２５℃の水溶液で、０．１
Ｍと０．５Ｍとの間のイオン強度に特定する。ｐＫａは、温度およびイオン強度により変
化し得る平衡定数である。従って、測定法および測定条件に依存するので、文献で報告し
ている値とは一致しない場合がある。あいまいさを取り除くために、関連条件および／ま
たは本発明のｐＫａに使用した基準は、本明細書中で定義したものかまたは「 Critical S
tability Constants、第２巻、アミン」での定義とする。典型的な測定法の 1つは、「 The
 Chemist’ s Ready Reference Handbook」（ Shugar and Dean、 McGaw Hill、 NY、 1990）
に記載および参照されている適切な方法による、水酸化ナトリウムを用いた酸の電位差滴
定およびｐＫａの決定である。
【００２８】
ｐＫ１およびｐＫ２を約８．０未満に低くする置換基および構造的改変は望ましくなく、
性能を失う原因となることが判明した。これには、エトキシル化ジアミン、ヒドロキシエ
チル置換ジアミン、スペーサー基中の窒素のβ位（および稀にγ位）に酸素を有するジア
ミンを誘導する置換が含まれ得る（例えば、 Jeffamine EDR 148）。さらに、エチレンジ
アミンを基本とした物質も不適切である。
【００２９】
本明細書中で有用なジアミンは以下の構造によって定義され得る：
【００３０】
【化９】
　
　
　
　
　
　
【００３１】
（式中、Ｒ 2～Ｒ 5は、独立して、Ｈ、メチル、－ＣＨ 3ＣＨ 2、およびエチレンオキシドか
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ら選択され、Ｃ xおよびＣ vは、独立して、メチレン基または分枝アルキル基から選択され
、ｘ＋ｖは約３～約６であり、Ａは場合によって存在し、所望の範囲にジアミンのｐＫａ
を調整するために選択された電子供与部分または求引部分から選択される）。Ａが存在す
る場合、Ｘおよびｙは共に１またはそれ以上でなければならない。
【００３２】
あるいは、好ましいジアミンは、４００ｇ／ｍｏｌ以下の分子量を有するものであり得る
。前記ジアミンが少なくともｐＫａ約８を有するならば、これらのジアミンは、以下の式
を有することが好ましい：
【００３３】
【化１０】
　
　
　
　
　
【００３４】
（式中、各Ｒ 6は、独立して、水素、Ｃ 1～Ｃ 4直鎖または分枝のアルキル、式：　　　　
　－ (Ｒ 7Ｏ )mＲ

8

（式中、Ｒ 7はＣ 2～Ｃ 4直鎖または分枝アルキレンおよびその混合物であり、Ｒ 8は水素、
Ｃ 1～Ｃ 4アルキルおよびその混合物であり、ｍは１～約１０である）を有するアルキレン
オキシからなる群から選択され、Ｘは以下から選択された単位である：
ｉ）Ｃ 3～Ｃ 1 0直鎖アルキレン、Ｃ 3～Ｃ 1 0分枝アルキレン、Ｃ 3～Ｃ 1 0環状アルキレン、
Ｃ 3～Ｃ 1 0分枝環状アルキレン、式：
－ (Ｒ 7Ｏ )mＲ

7－
（式中、Ｒ 7およびｍは、上記定義と同じである）を有するアルキレンオキシアルキレン
、
ｉｉ）Ｃ 3～Ｃ 1 0直鎖アルキレン、Ｃ 3～Ｃ 1 0分枝直鎖アルキレン、Ｃ 3～Ｃ 1 0環状アルキ
レン、Ｃ 3～Ｃ 1 0分枝環状アルキレン、Ｃ 6～Ｃ 1 0アリーレン（ここで、前記単位は、前記
ジアミンが８を超えるｐＫａを有するように１つまたは複数の電子供与部分または電子求
引部分を含む）と、
ｉｉｉ）（ｉ）と（ｉｉ）との混合物。
例として、好ましいジアミンは、以下の式を含む：
【００３５】
【化１１】
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【００３６】
【化１２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３７】
高分子気泡安定剤
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本発明の組成物は、場合によって、高分子気泡安定剤を含み得る。これらの高分子気泡安
定剤は、液体洗剤組成物の油脂を切断する能力を犠牲にすることなく、気泡の体積および
気泡の持続時間を増加させる。これらの高分子気泡安定剤は、
ｉ）式：
【００３８】
【化１３】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３９】
（式中、各Ｒは、独立して水素、Ｃ 1～Ｃ 8アルキル、およびその混合物であり、Ｒ 1は、
水素、Ｃ 1～Ｃ 6アルキル、およびその混合物であり、ｎは２～約６である）を有する（Ｎ
，Ｎ－ジアルキルアミノ）アルキルアクリレートエステルのホモポリマー、および
ｉｉ）（ｉ）と式：
【００４０】
【化１４】
　
　
　
　
　
　
　
【００４１】
（式中、（ｉｉ）：（ｉ）の比が約２：１～約１：２である場合、Ｒ 1は、水素、Ｃ 1～Ｃ

6アルキル、およびその混合物である）とのコポリマーからなる群から選択される。従来
のゲル浸透クロマトグラフィーによって測定した高分子起泡増進剤の分子量は、約１，０
００～約２，０００，０００、好ましくは約５，０００～約１，０００，０００、より好
ましくは約１０，０００～約７５０，０００、より好ましくは約２０，０００～約５００
，０００、さらにより好ましくは約３５，０００～約２００，０００である。高分子気泡
安定剤は、場合によって無機塩または有機塩のいずれかの塩の形態で存在しうる（例えば
、（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）アルキルアクリレートエステルのクエン酸塩、硫酸塩、ま
たは硝酸塩）。
【００４２】
１つの好ましい高分子気泡安定剤は（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）アルキルアクリレートエ
ステル、つまり、次のものである：
【００４３】
【化１５】
　
　
　
　
　
　
【００４４】
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組成物中に存在する場合、高分子起泡増進剤は、組成物中に約０．０１重量％～約１５重
量％、好ましくは約０．０５重量％～約１０重量％、より好ましくは約０．１重量％～約
５重量％で存在し得る。
【００４５】
陰イオン界面活性剤
本発明で有用な陰イオン界面活性剤は、直鎖アルキルベンゼンスルホネート、αオレフィ
ンスルホネート、パラフィンスルホネート、アルキルエステルスルホネート、アルキルス
ルフェート、アルキルアルコキシスルフェート、アルキルスルホネート、アルキルアルコ
キシカルボキシレート、アルキルアルコキシル化スルフェート、サルコシネート、タウリ
ネート、およびその混合物からなる群から選択されることが好ましい。本発明では、有効
量、典型的には、約０．５重量％～約９０重量％、好ましくは約５重量％～約５０重量％
、より好ましくは約１０重量％～約３０重量％の陰イオン洗浄界面活性剤が使用され得る
。
【００４６】
アルキルスルフェート界面活性剤は、本明細書中での使用に重要な別の型の陰イオン界面
活性剤である。ポリヒドロキシ脂肪酸（以下を参照のこと）と組み合わせて使用した場合
の広範な温度領域にわたる良好な脂／油清浄、洗浄濃度、および洗浄時間を含む全体的に
優れた清浄能力に加えて、アルキルスルフェートが溶解することができ、液体洗剤処方物
における改良された処方能 (formulability)は、式ＲＯＳＯ 3Ｍ（式中、Ｒは、好ましくは
Ｃ 1 0～Ｃ 2 4ヒドロカルビル、好ましくはＣ 1 0～Ｃ 2 0アルキル成分を有するアルキルまたは
ヒドロキシアルキル、より好ましくはＣ 1 2～Ｃ 1 8アルキルまたはヒドロキシアルキルであ
り、Ｍは、Ｈまたはカチオンである（例えば、アルカリ（ＩＡ族）金属カチオン（例えば
、ナトリウム、カリウム、リチウム）、置換または非置換アンモニウムカチオン（例えば
、メチル、ジメチル、およびトリメチルアンモニウム）、第四級アンモニウムカチオン（
例えば、テトラメチルアンモニウムおよびジメチルピペルジニウム）、およびアルカノー
ルアミン（エタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミンなど）由来の
カチオン、並びにその混合物など）の水溶性の塩または酸である。典型的には、低い洗浄
温度（例えば、約５０℃未満）にはＣ 1 2～Ｃ 1 6のアルキル鎖が好ましく、高い洗浄温度（
例えば、約５０℃を超える）にはＣ 1 6～Ｃ 1 8のアルキル鎖が好ましい。
【００４７】
アルキルアルコキシル化スルフェート界面活性剤は、有用な陰イオン界面活性剤の別のカ
テゴリーである。これらの界面活性剤は、典型的には、式ＲＯ（Ａ） mＳＯ 3Ｍ（式中、Ｒ
は、非置換Ｃ 1 0～Ｃ 2 4アルキルまたはＣ 1 0～Ｃ 2 4アルキル成分を有するヒドロキシアルキ
ル基、好ましくはＣ 1 2～Ｃ 2 0アルキルまたはヒドロキシアルキル、より好ましくはＣ 1 2～
Ｃ 1 8アルキルまたはヒドロキシアルキルであり、Ａはエトキシ単位またはプロポキシ単位
であり、ｍは０より多く（典型的には、約０．５と約６との間、より好ましくは約０．５
と約３との間）、ＭはＨまたは金属カチオン（例えば、ナトリウム、カリウム、リチウム
など）であり得るカチオン、アンモニウムカチオンまたは置換アンモニウムカチオン）の
水溶性の塩または酸である。本発明では、アルキルエトキシル化スルフェートならびにア
ルキルプロキシル化スルフェートが意図される。特定の例として、置換アンモニウムカチ
オンには、メチルアンモニウム、ジメチルアンモニウム、トリメチルアンモニウム、第四
級アンモニウムカチオン（例えば、テトラメチルアンモニウムおよびジメチルピペルリニ
ウム）、およびアルカノールアミン（例えば、モノエタノールアミン、ジエタノールアミ
ン、トリエタノールアミンなど）由来のカチオン、並びにその混合物が含まれる。例とし
て、界面活性剤は、Ｃ 1 2～Ｃ 1 8アルキルポリエトキシレート（１．０）スルフェート、Ｃ

1 2～Ｃ 1 8アルキルポリエトキシレート（２．２５）スルフェート、Ｃ 1 2～Ｃ 1 8アルキルポ
リエトキシレート（３．０）スルフェート、およびＣ 1 2～Ｃ 1 8アルキルポリエトキシレー
ト（４．０）スルフェート（式中、Ｍはナトリウムおよびカリウムから適宜選択される）
である。本明細書中で使用される界面活性剤は、天然または合成アルコール原料から作製
することができる。鎖長は、平均的な炭化水素の配置（分枝を含む）を示す。
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【００４８】
例として、適切な陰イオン界面活性剤は、「 Surface Active Agents and Detergents」 (
第 I巻および第 II巻、 Schwartz、 Perry and Berch)に記載されている。このような種々の
界面活性剤はまた、一般に、 Laughlin et al.に付与された１９７５年１２月３０日に発
行の米国特許第３，９２９，６７８号の第２３欄５８行目～第２９欄２３行目に開示され
ている。
【００４９】
アミンオキシド
アミンオキシドは半極性非イオン界面活性剤であり、約１０～約１８個の炭素原子の１つ
のアルキル部分と約１～約３個の炭素原子を含むアルキル基およびヒドロキシアルキル基
からなる群から選択される２つの部分とを含む水溶性アミンオキシド；約１０～約１８個
の炭素原子の１つのアルキル部分と約１～約３個の炭素原子を含むアルキル基およびヒド
ロキシアルキル基からなる群から選択される２つの部分とを含む水溶性ホスフィンオキシ
ド；並びに、約１０～約１８個の炭素原子の１つのアルキル部分と約１～約３個の炭素原
子を含むアルキル部分およびヒドロキシアルキル部分からなる群から選択される部分とを
含む水溶性スルホキシドが含まれる。
【００５０】
半極性非イオン洗剤界面活性剤には、式：
【００５１】
【化１６】
　
　
　
　
【００５２】
（式中、Ｒ 3は、約８個～約２２個の炭素原子を含むアルキル基、ヒドロキシアルキル基
若しくはアルキルフェニル基、またはその混合物であり、Ｒ 4は、約２個～約３個の炭素
原子を含むアルキレン基若しくはヒドロキシアルキル基、またはその混合物であり、ｘは
０～約３であり、各Ｒ 5は、約１個～約３個の炭素原子を含むアルキル基若しくはヒドロ
キシアルキル基、または約１個～約３個のエチレンオキシド基を含むポリエチレンオキシ
ド基である）を有するアミンオキシド界面活性剤が含まれる。Ｒ 5基は、例えば酸素原子
または窒素原子を介して互いに連結して環状構造を形成することができる。
【００５３】
特に、これらのアミンオキシド界面活性剤には、Ｃ 1 0～Ｃ 1 8アルキルジメチルアミンオキ
シドおよびＣ 8～Ｃ 1 2アルコキシエチルジヒドロキシエチルアミンオキシドが含まれる。
【００５４】
好ましくは、アミンオキシドは、組成物中に有効量、より好ましくは約０．１重量％～約
２０重量％、さらにより好ましくは約０．１重量％～約１５重量％、さらにより好ましく
は約０．５重量％～約１０重量％で存在する。例として、適切なアミンオキシド界面活性
は、「 Surface Active Agents and Detergents」 (第 I巻および第 II巻、 Schwartz、 Perry 
and Berch）に記載されている。
【００５５】
第２の界面活性剤
第２の洗剤界面活性剤は、非イオン、陽イオン、両性、双性イオン性、およびその混合物
からなる群から選択することができる。本明細書中に開示の添加成分と共に、洗剤界面活
性剤の型および量を選択することにより、本発明の洗剤組成物は、洗濯清浄または他の異
なる清浄への適用（特に、食器洗浄を含む）下において、使用されるように処方すること
ができる。従って、最終消費によって、特定の界面活性剤の使用は非常に大きく変化する
可能性がある。適切な第２の界面活性剤を、以下に示す。例として、適切な非イオン、陽
イオン、両性、および双性イオン性界面活性剤は、「 Surface Active Agents and Deterg
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ents」 (第 I巻および第 II巻、 Schwartz、 Perry and Berch）に記載されている。
【００５６】
非イオン洗剤界面活性剤。適切な非イオン洗剤界面活性剤は、一般に、 Laughlin et al.
に付与された 1975年 12月 30日に発行の米国特許第 3,929,678号（本明細書中で参考として
援用される）の第１３欄１４行目～第１６欄６行目に開示されている。例として、有用な
非イオン界面活性剤のクラスには、アルキルエトキシレート、アルカノイルグルコースア
ミド、アルキルベタイン、スルホベタイン、およびその混合物が含まれるが、これらに限
定されない。
【００５７】
アルキルフェノールのポリエチレン縮合物、ポリプロピレン縮合物、およびポリブチレン
オキシド縮合物。一般に、ポリエチレンオキシド縮合物が好ましい。これらの化合物には
、約６～約１２個の炭素原子を含み、直鎖または分岐配置のいずれかのアルキル基を有す
るアルキルフェノールとアルキレンオキシドとの縮合生成物が含まれる。好ましい実施形
態では、エチレンオキシドは、１モルのアルキルフェノールあたり約５モル～約２５モル
に等しい量で存在する。この型の市販の非イオン界面活性剤には、 Igepal（商品名）ＣＯ
－６３０（ GAF Corporationから市販されている）、 Triton（商品名）Ｘ－４５、Ｘ－１
１４、Ｘ－１００、およびＸ－１０２（全て Rohm&Haas Companyから市販されている）が
含まれる。これらの化合物は、一般に、アルキルフェノールアルコキシレート（例えば、
アルキルフェノールエトキシレート）と呼ばれている。
【００５８】
脂肪族アルコールと約１モル～約２５モルのエチレンオキシドとの縮合生成物。脂肪族ア
ルコールのアルキル鎖は、第一級または第二級の直鎖または分岐鎖のいずれかであること
ができ、一般に、約８個～約２２個の炭素原子を含む。約１０個～約２０個の炭素原子を
含むアルキル基を有するアルコールとアルコール１モルあたり約２モル～約１８モルのエ
チレンオキシドとの縮合生成物が特に好ましい。例として、この型の市販の非イオン界面
活性には、 Tergitol(商品名 )15-S-9（Ｃ 1 1～Ｃ 1 5直鎖の第二のアルコールと９モルのエチ
レンオキシドとの縮合生成物 )、 Tergitol(商品名 )24-L-6NMV（Ｃ 1 2～Ｃ 1 4の第一のアルコ
ールと、６モルの狭い低分子量分布のエチレンオモシドとの縮合生成物）（共に Union Ca
rbide Corporationから市販されている )、 Neodol(商品名） 45-9（Ｃ 1 4～Ｃ 1 5直鎖アルコ
ールと９モルのエチレンオキシドとの縮合生成物）、 Neodol（商品名）２３－６．５（Ｃ

1 2～Ｃ 1 3直鎖アルコールと６．５モルのエチレンオキシドとの縮合生成物）、Ｎｅｏｄｏ
ｌ（商品名）４５－７（Ｃ 1 4～Ｃ 1 5直鎖アルコールと７モルのエチレンオキシドとの縮合
生成物）、 Neodol（商品名）４５－４（Ｃ 1 4～Ｃ 1 5直鎖アルコールと４モルのエチレンオ
キシドとの縮合生成物）（ Shell Chemical Companyから市販されている）、 Kyro（商品名
）ＥＯＢ（Ｃ 1 3～Ｃ 1 5アルコールと９モルのエチレンオキシドとの縮合生成物）（ The Pr
octer&Gamble Companyから市販されている）が含まれる。他の市販の非イオン界面活性剤
には、 Dobanol91-8(商品名 )(Shell Chemical Companyから市販されている）および Genapo
l UD-080(商品名 )(Hoechstから市販されている）が含まれる。この非イオン界面活性剤の
カテゴリーを、一般に、「アルキルエトキシレート」という。
【００５９】
好ましいアルキルポリグリコシドは、式：
Ｒ 2Ｏ (Ｃ nＨ 2 nＯ )t (グリコシル )x
（式中、Ｒ 2は、アルキル基が約１０個～約１８個、好ましくは約１２個～約１４個の炭
素原子を含むアルキル、アルキル－フェニル、ヒドロキシアルキル、ヒドロキシアルキル
フェニル、およびその混合物からなる群から選択され、ｎは２または３（好ましくは２）
であり、ｔは０～約１０（好ましくは０）であり、ｘは約１．３～約１０（好ましくは約
１．３～約３、最も好ましくは約１．３～約２．７）である）を有する。グリコシルは、
グルコース由来であることが好ましい。これらの化合物を調製するために、アルコールま
たはアルキルポリエトキシアルコールを最初に形成させ、その後グルコースまたはグルコ
ース供給源と反応させてグリコシドを形成する（１位への結合）。さらなるグリコシル単
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位を、その１位とその前のグリコシル単位２位、３位、４位および／または６位（好まし
くは、主に２位）との間に結合させることができる。
【００６０】
式：
【００６１】
【化１７】
　
　
　
　
【００６２】
（式中、Ｒ 6は、約７個～約２１個（好ましくは約９個～約１７個）の炭素原子を含むア
ルキル基であり、各Ｒ 7は、水素、Ｃ 1～Ｃ 4アルキル、Ｃ 1～Ｃ 4ヒドロキシアルキル、お
よび－（Ｃ 2Ｈ 4Ｏ） xＨ（ｘは約１～約３で変化する）からなる群から選択される）を有
する脂肪酸アミド界面活性剤。
好ましいアミドは、Ｃ 8～Ｃ 2 0アンモニアアミド、モノエタノールアミド、ジエタノール
アミド、およびイソプロパノールアミドである。
【００６３】
組成物中に存在する場合、非イオン界面活性剤は、好ましくは有効量、より好ましくは約
０．１重量％～約２０重量％、さらにより好ましくは約０．１重量％～約１５重量％、さ
らにより好ましくは約０．５重量％～約１０重量％で存在する。
【００６４】
ポリヒドロキシ脂肪酸アミド界面活性剤
本発明の洗剤組成物はまた、有効量のポリヒドロキシ脂肪酸アミド界面活性剤を含み得る
。「有効量」とは、組成物の処方者が洗剤組成物の清浄性能を改良する組成物に組込まれ
るポリヒドロキシ脂肪酸アミドの量を選択することができることを意味する。一般に、従
来のレベルでは、約１重量％のポリヒドロキシ脂肪酸アミドの組み込みが清浄性能を促進
させる。
【００６５】
本明細書中の洗剤組成物は、典型的には、重量基準として約１％のポリヒドロキシ脂肪酸
アミド界面活性剤、好ましくは約３０重量％～約３０重量％のポリヒドロキシ脂肪酸アミ
ドを含み得る。ポリヒドロキシ脂肪酸アミド界面活性剤成分は、構造式：
【００６６】
【化１８】
　
　
　
　
　
【００６７】
（式中、Ｒ 1は、Ｈ、Ｃ 1～Ｃ 4ヒドロカルビル、２－ヒドロキシエチル、２－ヒドロキシ
プロピル、またはその混合物であり（好ましくは、Ｃ 1～Ｃ 4アルキル、より好ましくはＣ

1またはＣ 2アルキル、最も好ましくはＣ 1アルキル（すなわち、メチル））、Ｒ 2は、Ｃ 5

～Ｃ 3 1ヒドロカルビル、好ましくは直鎖Ｃ 7～Ｃ 1 9アルキルまたはアルケニル、より好ま
しくは直鎖Ｃ 9～Ｃ 1 7アルキルまたはアルケニル、最も好ましくは直鎖Ｃ 1 1～Ｃ 1 5アルキ
ルまたはアルケニル、またはその混合物であり、Ｚは、鎖に直接連結した少なくとも３つ
のヒドロキシルを有する直鎖ヒドロカルビル鎖を有するポリヒドロキシヒドロカルビルま
たはそのアルコキシル化誘導体（好ましくはエトキシル化またはプロポキシル化）である
）の化合物を含む。Ｚは、好ましくは還元アミノ化反応における還元糖由来であり、より
好ましくはＺはグリシチルである。適切な還元糖には、グルコース、フルクトース、マル
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トース、ラクトース、ガラクトース、マンノース、およびキシロースが含まれる。上記の
個々の糖と同様に、原料として、高デキストロースコーンシロップ、高フルクトースコー
ンシロップ、および高マルトースコーンシロップを利用することができる。これらのコー
ンシロップは、糖成分Ｚの混合を生じ得る。他の適切な原料を排除することを目的として
いないことが理解されるべきである。Ｚは、好ましくは、－ＣＨ 2－（ＣＨＯＨ） n－ＣＨ

2ＯＨ、－ＣＨ（ＣＨ 2ＯＨ）－（ＣＨＯＨ） n - 1－ＣＨ 2ＯＨ、－ＣＨ 2－（ＣＨＯＨ） 2（
ＣＨＯＲ’）（ＣＨＯＨ）－ＣＨ 2ＯＨ、およびそのアルコキシル化誘導体からなる群か
ら選択され、ｎは３～５の整数を含み、Ｒ’はＨまたは環状もしくは脂肪族単糖類である
。ｎが４のグリシチル、特に－ＣＨ 2－（ＣＨＯＨ） 4－ＣＨ 2ＯＨが最も好ましい。
【００６８】
Ｒ’は、例えば、Ｎ－メチル、Ｎ－エチル、Ｎ－プロピル、Ｎ－イソプロピル、Ｎ－ブチ
ル、Ｎ－２－ヒドロキシエチル、またはＮ－２－ヒドロキシプロピルであることができる
。
【００６９】
Ｒ 2－ＣＯ－Ｎ＜は、例えば、コカミド、ステアラミド、オレアミド、ラウラミド、ミリ
スタミド、カプリカミド、パルミタミド、獣脂（タロウ）アミドなどであることができる
。
【００７０】
Ｚは、１－デオキシグルシチル、２－デオキシフルクチチル、１－デオキシマルチチル、
１－デオキシラクチチル、１－デオキシガラクチチル、１－デオキシマンニチル、１－デ
オキシマルトトリオチチルなどであることができる。
【００７１】
ポリヒドロキシ脂肪酸アミドの作製法は、当該分野で既知である。一般に、それらは、ア
ルキルアミンと還元糖とを還元アミン化反応において反応させて、対応するＮ－アルキル
ポリヒドロキシアミンを形成させ、次いで、縮合／アミド化工程においてＮ－アルキルポ
リヒドロキシアミンと脂肪酸エステルまたはトリグリセリドとの反応によりＮ－アルキル
、Ｎ－ポリヒドロキシ脂肪酸アミド生成物を形成させることにより作製される。ポリヒド
ロキシ脂肪酸アミドを含む組成物の作製法は、例えば、 Thomas Hedley&Co.,Ltdに付与さ
れた１９５９年２月１８日公開の英国特許明細書第 809,060号、 E.R.Wilsonに付与され、
１９６０年１２月２０日発行の米国特許第 2,965,576号、 Anthony M.Schwartzに付与され
、１９５５年３月８日発行の米国特許第 2,703,798号、および Piggottに付与され、１９３
４年１２月２５日発行の米国特許第 1,985,424号（これらはそれぞれ、本明細書中で参考
として援用される）に開示されている。
【００７２】
陰イオン：アミンオキシド：ジアミンの比
本発明の組成物のいくつかの態様では、陰イオン界面活性剤：アミンオキシド：ジアミン
のモル比は、約１００：４０：１～約９：０．５：１、好ましくは約２７：８：１～約１
１：３：１である。この特定のモル比範囲での陰イオン界面活性剤、アミンオキシド、お
よびジアミンを含む洗剤組成物が、１２．５未満のｐＨで、低温での安定性をもたらし、
より良好な油脂除去、および頑固な食品染みの清浄利益ならびに改良された硬水清浄を与
えることが見出された。
【００７３】
本発明の別の態様では、９：１より高く、好ましくは、２０：１より高い陰イオン界面活
性剤：ジアミンのモル比が、低温での安定性、より良好な油脂の除去、および頑固な食物
染みの清浄、および硬水での清浄を改善することを見出した。
【００７４】
ビルダー
本発明の組成物は、ビルダー系をさらに含むことができる。従来の任意のビルダー系は、
本明細書中での使用に適切であり、これには、アルミノケイ酸塩物質、ケイ酸塩、ポリカ
ルボキシレート、および脂肪酸、エチレンジアミンテトラアセテート、金属イオン封鎖剤
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（アミノポリホスホネートなど）、特にエチレンジアミンテトラメチレンホスホン酸およ
びジエチレントリアミンペンタメチレンホスホン酸などの物質が含まれる。明確な環境へ
の理由によりあまり好ましくないが、ホスフェートビルダーも本明細書中で使用すること
ができる。
【００７５】
本明細書での使用に適切なポリカルボキシレートビルダーには、クエン酸、好ましくは水
溶性の塩の形態のもので、式Ｒ－ＣＨ（ＣＯＯＨ）ＣＨ 2（ＣＯＯＨ）（式中、ＲはＣ 1 0

～Ｃ 2 0アルキルまたはアルケニル、好ましくはＣ 1 2～Ｃ 1 6であるか、Ｒはヒドロキシ、ス
ルホ、スルホキシル、またはスルホン置換基で置換することができる）のコハク酸の誘導
体が含まれる。特定の例として、ラウリルスクシネート、ミリスチルスクシネート、パル
ミチルスクシネート、２－ドデセニルスクシネート、２－テトラデセニルスクシネートが
含まれる。スクシネートビルダーは、好ましくは、水溶性の塩形態（ナトリウム、カリウ
ム、アンモニウム、およびアルカノールアンモニウム塩を含む）で使用される。
【００７６】
他の適切なポリカルボキシレートは、米国特許第４，６６３，０７１号などに記載のオキ
ソジスクシネートおよび一コハク酸の酒石酸塩と二コハク酸の酒石酸塩との混合物である
。
【００７７】
特に、本明細書中の液体の実例では、本明細書での使用に適切な脂肪酸ビルダーは、飽和
または不飽和Ｃ 1 0～Ｃ 1 8脂肪酸ならびにそれに相当するセッケンである。飽和脂肪酸は、
１２個～１６個の炭素原子をアルキル鎖に有することが好ましい。非置換脂肪酸はオレイ
ン酸であることが好ましい。液体組成物用の好ましい他のビルダー系は、コハク酸ドデシ
ルおよびクエン酸に基づいている。
【００７８】
洗剤ビルダーの塩は、通常、組成物の重量に対して３重量％～５０重量％、好ましくは５
重量％～３０重量％、最も通常には５重量％～２５重量％含まれる。
【００７９】
任意選択の洗剤成分
酵素
本発明の洗剤組成物は、清浄性能における利点を提供する１つまたは複数の酵素をさらに
含むことができる。このような酵素には、セルラーゼ、ヘミセルラーゼ、ペルオキシダー
ゼ、プロテアーゼ、グルコアミラーゼ、アミラーゼ、リパーゼ、クチナーゼ、ペクチナー
ゼ、キシラナーゼ、レダクターゼ、オキシダーゼ、フェノールオキシダーゼ、リポキシゲ
ナーゼ、リグニナーゼ、プルラナーゼ、タンナーゼ、ペントサナーゼ、マラナーゼ、βグ
ルカナーゼ、アラビノシダーゼ、またはその混合物から選択される酵素が含まれる。好ま
しい組み合わせは、プロテアーゼ、アミラーゼ、リパーゼ、クチナーゼ、および／または
セルラーゼのような従来の適用可能な酵素のカクテルを有する洗剤組成物である。組成物
中に存在する場合、酵素は、洗剤組成物の重量に対して活性酵素の約０．０００１％～約
５％である。
【００８０】
タンパク質分解酵素
タンパク質分解酵素は、動物、植物、または微生物（好ましい）由来であり得る。本明細
書中での洗剤組成物に使用されるプロテアーゼには、トリプシン、サブチリシン、キモト
リプシン、およびエラスターゼ型プロテアーゼが含まれるが、これらに限定されない。本
発明での使用では、サブチリシン型タンパク質分解酵素が好ましい。 Bacillus subtilis
および／または Bacillus licheniformisから得た細菌セリンタンパク質分解酵素が特に好
ましい。
【００８１】
適切なタンパク質分解酵素には、市販の Novo Industri A/S Alcalase（商品名）（好まし
い）、 Esperase（商品名）、 Sauinase（商品名）（ Copenhagen、 Denmark）、 Gist-brocad
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es’  Maxatase（商品名）、 Maxacal（商品名）、および Maxapem15（商品名）（ Maxacal（
商品名）のタンパク質を操作したもの）（ Delft、 Netherlands）、およびサブチリシンＢ
ＰＮおよびＢＰＮ’（好ましい）が含まれる。タンパク質分解酵素はまた、改変細菌セリ
ンプロテアーゼ例えば（ Genencor International,Inc.(San Francisco、 California)で製
造されているもの）であることが好ましく、これは、１９９４年１２月２８日に付与され
た欧州特許第 251,446B号（特に、１７、２４、および９８頁）に記載されており、本明細
書中で「 Protease B」とも呼ぶ。１９９１年７月９日発行の Venegasに付与された米国特
許第 5,030,378号は、本明細書中で「 Protease A」（ＢＰＮ’と同一）と呼ばれている改
変細菌セリンプロテアーゼ酵素 (Genencor International)を記載している。特に、 Protea
se Aおよびその変異形のアミノ酸配列を含む完全な記載は、米国特許第 5,030,378号の第
２欄および第３欄を参照のこと。他のプロテアーゼは、以下の商標で市販されている、 Pr
imase、 Durazym、 Opticlean、および Optimase。タンパク質分解酵素は、 Alcalase（商品
名） (Novo Indstri A/S)、ＢＰＮ’、 Protease Aおよび Protease B(Genencor)、およびそ
の混合物からなる群から選択されることが好ましい。 Protease Bが最も好ましい。
【００８２】
本明細書中で用いるのに特に問題とされるのは、米国特許第 5,470,733号に記載のプロテ
アーゼである。
本発明者らの同時係属中の米国出願番号第 08/136,797号に記載のプロテアーゼもまた、本
発明の洗剤組成物に含まれる。
【００８３】
他の好ましいプロテアーゼ（「プロテアーゼＤ」という）は、カルボニルヒドロラーゼの
＋７６位に相当する位置で、好ましくは Genencor Internationalに付与され、１９９５年
４月２０日に公開された WO 95/10615号（１９９４年１０月１３日に提出された米国特許
出願第 08/322,676号の Baeck et al．「 Protease-Containing Cleaning Compositions」）
に記載の Bacillus amyloliquefacienｓのサブチリシンの番号付けによる＋９９、＋１０
１、＋１０３、＋１０４、＋１０７、＋１２３、＋２７、＋１０５、＋１０９、＋１２６
、＋１２８、＋１３５、＋１５６、＋１６６、＋１９５、＋１９７、＋２０４、＋２０６
、＋２１０、＋２１６、＋２１７、＋２１８、＋２２２、＋２６０、＋２６５、および／
または＋２７４からなる群から選択される位置に相当する１つまたは複数のアミノ酸残基
の位置とも組み合わせて、複数のアミノ酸残基と異なるアミノ酸との置換によって前駆体
カルボニルヒドロラーゼから誘導された、自然界に存在しないアミノ酸配列を有するカル
ボニルヒドラーゼの変異形である。
【００８４】
有用なプロテアーゼはまた、１９９５年１１月９日に The Protecter and Gamble Company
によって公開されたＰＣＴ公開 WO95/30010号、１９９５年１１月９日に The Protecter an
d Gamble Companyによって公開されたＰＣＴ公開 WO95/30011号、および１９９５年１１月
９日に The Protecter and Gamble Companyによって公開されたＰＣＴ公開 WO95/29979号に
記載されている。
プロテアーゼ酵素は、組成物の重量に対して０．０００１％～２％の活性酵素のレベルで
、本発明の組成物中に組込むことができる。
【００８５】
アミラーゼ
炭水化物ベースの染みの除去のために、アミラーゼ（αおよび／またはβ）を含むことが
できる。適切なアミラーゼは、 Termamyl(商品名 )(Novo Nordisk）、 Fungamyl（商品名）
およびＢＡＮ（商品名） (Novo Nordisk)である。酵素は、植物、動物、細菌、カビ、およ
び酵母源などの任意の適切な供給源であり得る。アミラーゼ酵素は、通常、洗剤組成物の
重量に対して、約０．０００１％～約２％、好ましくは約０．０００１％～約０．５％、
より好ましくは約０．０００５％～約０．１％、さらにより好ましくは約０．００１％～
約０．０５％の活性酵素レベルで洗剤組成物に組込まれる。
【００８６】
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アミラーゼ酵素には、 WO95/26397号および Novo Nordisk PCT/DK96/00056号の同時継続中
出願に記載の酵素も含まれる。従って、本発明の洗剤組成物に使用される他の特定のアミ
ラーゼ酵素には、以下が含まれる。
【００８７】
（ａ） Phadebas（商品名）α－アミラーゼ活性アッセイによって測定した、２５℃～５５
℃の温度範囲、および８～１０の pH値の範囲での Termamyl(商品名 )の比活性より少なくと
も 25%高い比活性を有することによって、特徴づけられるα－アミラーゼ。このような Pha
debas（商品名）α－アミラーゼ活性アッセイは、 WO95/26397号の 9～ 10頁に記載されてい
る。
【００８８】
（ｂ）上記の引例に記載の配列表に記載のアミノ酸配列を含む（ａ）によるα－アミラー
ゼまたは配列表に記載のアミノ酸配列に少なくとも８０％相同であるα－アミラーゼ。
【００８９】
（ｃ）以下のＮ末端アミノ酸配列を含む、好アルカリ性 Bacillus種から得た（ａ）による
α－アミラーゼ： His-His-Asn-Gly-Thr-Asn-Gly-Thr-Met-Met-Gln-Tyr-Phe-Glu-Trp-Tyr-
Leu-Pro-Asn-Asp。
【００９０】
Lipman and Pearson、 Science、 227、 1985、 1435頁に記載などのアルゴリズムの使用によ
ってそれぞれのアミノ酸配列と比較した場合、ポリペプチドは、親アミラーゼにＸ％相同
であると考えられ、Ｘ％同一と示される。
【００９１】
（ｄ）α－アミラーゼは、好アルカリ性 Bacillus種、特に、菌株 NCIB 12289、 NCIB 12512
、 NCIB 12513、および DSM 935のいずれもから得られる（ａ～ｃ）によるα－アミラーゼ
。
【００９２】
本発明の下では、用語「から得られる」は、 Bacillus株によって産生されたアミラーゼを
示すだけでなく、 Bacillus株などから単離されたＤＮＡ配列によってコードされるアミラ
ーゼおよび前記ＤＮＡ配列で形質転換された宿主生物が産生したアミラーゼも意図される
。
【００９３】
（ｅ）（ａ～ｄ）に記載のα－アミラーゼにそれぞれ対応するアミノ酸配列を有するα－
アミラーゼに対して産生された抗体で正の免疫学的交叉反応を示すα－アミラーゼ。
【００９４】
（ｆ）（ｉ）（ａ～ｅ）に記載のα－アミラーゼにそれぞれ対応することが示されたアミ
ノ酸配列の１つを有するか、（ｉｉ）１つまたは複数の前記アミノ酸配列に少なくとも８
０％相同性を示し、かつ／または前記アミノ酸配列の１つを有するα－アミラーゼに対し
て産生させた抗体で免疫学的交叉反応を示し、かつ／または前記アミノ酸配列の１つを有
するα－アミラーゼをコードするＤＮＡ配列と同一のプローブでハイブリダイズするＤＮ
Ａ配列によってコードされる、以下の親α－アミラーゼの変異形で、変異形は：
１．前記親α－アミラーゼの少なくとも１つのアミノ酸残基が欠失され、かつ／または
２．前記親α－アミラーゼの少なくとも１つのアミノ酸残基が異なるアミノ酸残基で置換
され、かつ／または
３．少なくとも１つのアミノ酸残基が前記親α－アミラーゼに挿入されており、前記変異
形は、α－アミラーゼ活性を有し、前記親α－アミラーゼと比較して以下の性質の少なく
とも１つを示す：熱安定性の向上、酸化安定性の向上、Ｃａイオン依存の減少、中性～比
較的高いｐＨ値に対する安定性および／またはα－アミラーゼ活性の向上、培地のｐＨに
対するα－アミラーゼ変異形についてｐＩ値により良好に適合するための比較的高温およ
び等電点（ｐＩ）の増減でのα－アミラーゼ活性の向上。
前記変異形は、特許出願 PCT/DK96/00056に記載されている。
【００９５】
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本明細書中で適切な他のアミラーゼには、例えば、 Novoに付与された英国特許第 1,296,83
9号に記載のα－アミラーゼである RAPIDASE（商品名）、 International Bio-Synthetics,
Inc.および TERMAMYL（商品名）、 Novo.が含まれる。 Novo.の FUNGAMYL（商品名）が特に有
用である。安定性改良（例えば、酸化安定性）のための酵素の操作は公知である。例えば
、 J.Biological Chem.、第 260巻 11号、 1985年 6月、 6518～ 6521頁を参照のこと。本発明の
組成物の一定の好ましい実施形態は、自動食器洗浄タイプなどの洗剤における安定性が改
良された、特に、１９９３年の商業的使用における TERMAMYL(商品名）の基準点に対して
測定した酸化安定性が改良されたアミラーゼを使用することができる。本明細書中のこれ
らの好ましいアミラーゼは、上記で定義した基準点のアミラーゼに対して測定された、例
えば、ｐＨ９～１０の緩衝化溶液中での過酸化水素／テトラアセチルエチレンジアミンに
対する酸化安定性、例えば、一般的な洗浄温度（約６０度など）での熱安定性、または、
例えば、約８～約１１のｐＨでのアルカリ安定性の１つまたは複数において測定可能な改
良によって最小限特徴づけられた「安定性が向上した」アミラーゼの特徴を共有する。安
定性は、本技術分野で開示された技術試験のいずれを用いても測定することができる。例
えば、 WO94/02597号に開示の引例を参照のこと。安定性が向上したアミラーゼは、 Novoま
たは Genencor Internationalから得ることができる。本明細書中での非常に好ましいアミ
ラーゼの１つのクラスは、１つ、２つ、または複数のアミラーゼ菌株が直接的な前駆体で
あるかどうかに関係なく、１つまたは複数の Bacillusアミラーゼ（特に、 Bacillusα－ア
ミラーゼ）から部位特異的変異誘発を用いて誘導されたという共通性を有する。上記で定
義した基準のアミラーゼに対して、酸化安定性が向上したアミラーゼは、特に本明細書中
の洗剤組成物の漂白、より好ましくは酸素漂白（塩素漂白とは異なる）において使用する
ことが好ましい。このような好ましいアミラーゼには、（ａ）アラニンまたはトレオニン
（トレオニンが好ましい）を用いて B.licheniformisのα－アミラーゼ（ TERMAMYL（商品
名）として公知）の１９７位または類似の親アミラーゼの変異形（ B.amyloliquefaciens
、 B.subtilis、または B.stearothermophilus）の相同な位置に位置するメチオニン残基が
置換された変異体によってさらに例示された、上記で援用した WO94/02597号 (Novo、１９
９４年２月３日）のアミラーゼ、（ｂ） C.Mitchinsonによって 207th American Chemical 
Society National Meeting、 March 13～ 17頁、 1994で発表された、論文タイトル「 Oxidat
ively Resistant alpha-Amylases」の Genencor Internationalによって記載の安定性向上
アミラーゼが含まれる。その論文には、自動食器洗浄用洗剤における漂白はα－アミラー
ゼを不活化するが、 Genencorによって B.licheniformis NCIB8061から酸化安定性が向上し
たアミラーゼを作製したことが特記されていた。メチオニン（Ｍｅｔ）を、おそらく改変
される残基として同定した。Ｍｅｔを、８位、１５位、１９７位、２５６位、３０４位、
３６６位、および４３８位で一度に１残基ずつ置換することにより、特異的な変異体（特
に、Ｍ１９７ＬおよびＭ１９７Ｔが重要）が誘導され、Ｍ１９７Ｔ変種は、最も安定な発
現変異体である。安定性を CASCADE（商品名）および SUNLIGHT（商品名）によって測定し
た。（ｃ）本明細書中で特に好ましいアミラーゼには、 WO95/10603A号に記載の直接的な
親において更なる改変を有するアミラーゼ変異形が含まれ、これは、譲受人である Novoの
DURAMYL（商品名）から購入することができる。他の特に好ましい酸化安定が向上したア
ミラーゼには、 Genencor Internationalの WO94/18314号および Novoの WO94/02597号に記載
のものが含まれる。例えば、部位特異的変異誘発によって市販のアミラーゼの公知のキメ
ラ、ハイブリッド、または簡単な変異体の親形態から誘導される他の酸化安定性向上アミ
ラーゼのいずれも使用することができる。他の好ましい酵素改変を利用することができる
。 Novoの WO95/09909号を参照のこと。
【００９６】
抗微生物活性を付与する種々のカルボヒドラーゼ酵素もまた、本発明に含まれ得る。この
ような酵素には、米国特許第 5,041,236号、同第 5,395,541号、同第 5,238,843号、および
同第 5,356,803号（その開示が本明細書中で参考として援用される）に記載のエンドグリ
コシダーゼ、ＩＩ型エンドグリコシダーゼ、およびグルコシダーゼが含まれる。勿論、ペ
ルオキシダーゼ、オキシダーゼ、および種々の他の酵素を含む、抗菌活性を有する他の酵
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素も同様に使用することができる。
任意の酵素が組成物中に存在する場合、本発明の組成物に酵素安定系を含めることも可能
である。
【００９７】
香料
本発明の組成物およびプロセスに有用な香料および香料成分は、広範な種々の天然および
合成化学的成分を含み、これには、アルデヒド、ケトン、エステルなどが含まれるが、こ
れらに限定されない。成分の複雑な混合物（オレンジオイル、レモンオイル、バラ抽出物
、ラベンダー、ムスク、パチョリ、芳香性エッセンス、白檀オイル、パインオイル、シダ
ーなど）を含み得る種々の天然抽出物およびエッセンスもまた含まれる。完成品香料は、
このような成分の非常に複雑な混合物を含み得る。完成品香料は、典型的には、本明細書
中の洗剤組成物に対して約０．０１重量％～約２重量％含まれ、各香料成分は、完成した
香料組成物に対して約０．０００１％～約９０％含み得る。
【００９８】
例として、本明細書中で有用な香料成分には以下が含まれるが、これらに限定されない：
７－アセチル－１，２，３，４，５，６，７，８－オクタヒドロ－１，１，６，７－テト
ラメチルナフタレン、メチルイオノン、γ－メチルイオノン、メチルセドリロン、メチル
ジヒドロジャスモネート、メチル－１，６，１０－トリメチル－２，５，９－シクロドデ
カトリエン－１－イルケトン、７－アセチル－１，１，３，４，４，６－ヘキサメチルテ
トラリン、４－アセチル－６－ｔｅｒｔ－ブチル－１，１－ジメチルインダン、ｐ－ヒド
ロキシ－フェニル－ブタノン、ベンゾフェノン、メチルβ－ナフチルケトン、６－アセチ
ル－１，１，２，３，３，５－ヘキサメチルインダン、５－アセチル－３－イソプロピル
－１，１，２，６、－テトラメチルインダン、１－ドデカナール、４－（４－ヒドロキシ
－４－メチルペンチル）－３－シクロヘキサン－１－カルボキシアルデヒド、７－ヒドロ
キシ－３，７－ジメチルオカタナール、１０－ウンデセン－１－アル、イソヘキセニルシ
クロヘキシルカルボキシアルデヒド、フォルミルトリシクロデカン、ヒドロキシシトロネ
ラルとメチルアントラニレートとの縮合生成物、ヒドロキシシトロネラルとインドールと
の縮合生成物、フェニルアセトアルデヒドとインドールとの縮合生成物、２－メチル－３
－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－プロピオンアルデヒド、エチルバニリン、ヘリオ
トロピン、ヘキシル桂皮アルデヒド、アミル桂皮アルデヒド、２－メチル－２－（ｐ－イ
ソプロピルフェニル）－プロピオンアルデヒド、クマリン、γデカラクトン、シクロペン
タデカノリド、１６－ヒドロキシ－９－ヘキサデセン酸ラクトン、１，３，４，６，７，
８－ヘキサヒドロ－４，６，６，７，８，８－ヘキサメチルシクロペンタ－γ－２－ベン
ゾピラン、β－ナフトールメチルエーテル、アンブロキサン、ドデカヒドロ－３ａ，６，
６，９ａ－テトラメチルナフト［２，１ｂ］フラン、セドロール、５－（２，２，３－ト
リメチルシクロペント－３－エニル）－３－メチルペンタン－２－オール、２－エチル－
４－（２，２，３－トリメチル－３－シクロペンテン－１－イル）－２－ブテン－１－オ
ール、カリオフィレンアルコール、トリシクロデセニルプロピオネート、トリシクロデセ
ニルアセテート、ベンジルサリチレート、セドリルアセテート、およびｐ－（ｔｅｒｔ－
ブチル）シクロヘキシルアセテート。
【００９９】
特に好ましい香料物質は、セルラーゼを含む完成品組成物における臭いを最も効果的に改
良するものである。これらの香料には、以下を含むが、これらに限定されない：ヘキシル
桂皮酸アルデヒド、２－メチル－３－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－プロピオンア
ルデヒド、７－アセチル－１，２，３，４，５，６，７，８－オクタヒドロ－１，１，６
，７－テトラメチルナフタレン、ベンジルサリチレート、７－アセチル－１，１，３，４
，４，６－ヘキサメチルテトラリン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアセテート、
メチルジヒドロジャスモネート、β－ナフトールメチルエーテル、メチルβ－ナフチルケ
トン、２－メチル－２－（ｐ－イソプロピルフェニル）－プロピオンアルデヒド、１，３
，４，６，７，８－ヘキサヒドロ－４，６，６，７，８，８－ヘキサメチル－シクロペン
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タ－γ－２－ベンゾピラン、ドデカヒドロ－３ａ，６，６，９ａ－テトラメチルナフト［
２，１ｂ］フラン、アニスアルデヒド、クマリン、セドロール、バニリン、シクロペンタ
デカノリド、トリシクロデセニルアセテート、およびトリシクロデセニルプロピオネート
。
【０１００】
他の香料物質には、精油、レシノイド、および以下を含む種々の供給源由来の樹脂が含ま
れるが、これらに限定されない：ペルーバルサム、乳香レシノイド、スチラックス、ラブ
ダナム樹脂、ナツメグ、カッシア油、ベンゾイン樹脂、コリアンダー、およびラバンジン
。さらに、他の香料化学薬品には、フェニルエチルアルコール、テルピネオール、リナロ
ール、リナリルアセテート、ゲラニオール、ネロール、２－（１，１－ジメチルエチル）
－シクロヘキサノールアセテート、ベンジルアセテート、およびユージノールが含まれる
。完成した香料組成物中にジエチルフタレートなどのキャリアを使用することができる。
【０１０１】
キレート剤
本明細書中の洗剤組成物はまた、場合によって１つまたは複数の鉄および／またはマンガ
ンキレート剤を含むことができる。このようなキレート剤は、アミノカルボキシレート、
アミノホスホネート、多官能基置換芳香族キレート剤、およびその混合物（全て以下で定
義されている）からなる群から選択することができる。理論に拘束されることを意図しな
いが、これらの物質の利点は、部分的に、可溶性キレートの形成による洗浄溶液からの鉄
およびマンガンイオンの優れた除去能力によると考えられる。
【０１０２】
任意選択的なキレート剤として有用なアミノカルボキシレートには、エチレンジアミンテ
トラセテート、Ｎ－ヒドロキシエチルエチレンジアミントリアセテート、ニトリロ－トリ
アセテート、エチレンジアミンテトラプロプリオネート、トリエチレンテトラアミンヘキ
サアセテート、ジエチレントリアミンペンタアセテート、およびエタノールジグリシン、
アルカリ金属、アンモニウム、およびその置換アンモニウム塩および混合物が含まれる。
【０１０３】
アミノホスホネートはまた、少なくとも洗剤組成物中の全リンが低レベルで、エチレンジ
アミンテトラキス（メチレンホスホネート）を DEQUESTとして含む場合、本発明の組成物
中のキレート剤として用いるのが適切である。これらのアミノホスホネートは、約６つを
超える炭素原子を有するアルキル基またはアルケニル基を含まないことが好ましい。
【０１０４】
多官能基置換芳香族キレート剤はまた、本明細書の組成物中で有用である。 Connor et al
.に付与され、１９７４年５月２１日に発行の米国特許第 3,812,044号を参照のこと。酸性
形態におけるこの型の化合物は、１，２－ジヒドロキシ－３，５－ジスルホベンゼンなど
のジヒドロキシジスルホベンゼンであることが好ましい。
本明細書での使用のための生分解性キレート剤は、エチレンジアミンジスクシネート（「
ＥＤＤＳ」）、特に、 Hartman and Perkinsに付与され、１９８７年１１月３日発行の米
国特許第４，７０４，２３３号に記載の［Ｓ，Ｓ］異性体であることが好ましい。
【０１０５】
本明細書中の組成物はまた、キレート剤または共ビルダーとして水溶性メチルグリシン二
酢酸（ＭＧＤＡ）塩（または酸形態）を含むことができる。同様に、クエン酸塩などのい
わゆる「弱い」ビルダーも、キレート剤として使用することができる。
【０１０６】
利用する場合、これらのキレート剤は、一般に、本明細書中の洗剤組成物に対して約０．
１重量％～約１５重量％含まれる。より好ましくは、利用する場合、キレート剤は、この
ような組成物に対して約０．１重量％～約３重量％で含まれる。
【０１０７】
組成物のｐＨ
本発明の食器洗浄組成物は、使用して食物の汚れで発生した酸性ストレスに供する。すな
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わち、組成物を希釈して汚れた皿に適用した。７を超えるｐＨの組成物がより有効とする
場合、好ましくは、組成物および希釈溶液中の一般的によりアルカリ側のｐＨを得ること
ができる緩衝剤を含むべきである（すなわち、組成物の水溶液に対して約０．１重量％～
０．４重量％）。この緩衝剤のｐＫａ値は、組成物の所望のｐＨ値未満の約０．５～約１
．０ｐＨ単位であるべきである（上記のように測定）。好ましくは、緩衝剤のｐＫａは、
約７～約１０であるべきである。この条件下で、緩衝剤は、最少量を用いても最高に有効
にｐＨを調節する。
【０１０８】
緩衝剤は、それ自身が都合のよい活性洗剤であり得るか、アルカリ側のｐＨを維持するた
めのみに本組成物中で使用される低分子量の有機または無機物質であり得る。本発明の組
成物用の好ましい緩衝剤は、窒素含有物質である。いくつかの例として、リシンなどのア
ミノ酸またはモノ－、ジ－、およびトリ－エタノールアミンのような低級アルコールアミ
ンが挙げられる。他の好ましい窒素含有緩衝剤は、トリ（ヒドロキシメチル）アミノメタ
ン（ＨＯＣＨ 2） 3ＣＮＨ 3（ＴＲＩＳ）、２－アミノ－２－エチル－１，３－プロパンジ
オール、２－アミノー２－メチル－プロパノール、２－アミノー２－メチル－１，３－プ
ロパノール、グルタミン酸二ナトリウム、Ｎ－メチルジエタノールアミド、１，３－ジア
ミノプロパノール、Ｎ，Ｎ’－テトラ－メチル－１，３－ジアミノ－２－プロパノール、
Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）グリシン（ビシン）、およびＮ－トリス（ヒドロ
キシメチル）メチルグリシン（トリシン）である。上記のいずれもの混合物もまた可能で
ある。有用な無機緩衝剤／アルカリ源には、アルカリ金属炭酸塩、アルカリ金属リン酸塩
（炭酸ナトリウム、ポリリン酸ナトリウム）が含まれる。他の緩衝液については、 McCutc
heon’ s EMULSIFIERS AND DETERGENTS、 North American Edition、 1997、 McCutcheon Div
ision、 MC Publishing Company KirkおよびＷＯ　９５／０７９７１号（その両方が本明
細書中で参考として援用される）を参照のこと。
【０１０９】
使用する場合、緩衝剤は、組成物に対して、約０．１重量％～１５重量％、好ましくは約
１重量％～１０重量％、最も好ましくは約２重量％～８重量％のレベルで本発明の組成物
中に存在する。
【０１１０】
他の成分
洗剤組成物は、以下から選択される１つまたは複数の洗剤添加物をさらに含むことが好ま
しい：汚れ放出ポリマー、高分子分散剤、電解液（塩化ナトリウムなど）、多糖類、研磨
剤、抗生物質、曇り止め剤、ビルダー、酵素、染料、緩衝液、抗真菌剤またはカビ調節剤
、昆虫忌避薬、香料、屈水性誘発物質（ヒドロトロープ )、増粘剤、加工助剤、起泡増進
剤、増白剤、防食助剤、安定剤、抗酸化剤、およびキレート剤。洗剤組成物において有用
な広範な種々の他の成分が本明細書中の組成物に含まれることができ、これには、他の活
性成分、キャリア、屈水性誘発物質、抗酸化剤、加工助剤、染料または色素、液体処方物
用の溶媒、棒状組成物用の固体充填剤などが含まれる。高い泡立ちが望まれる場合、Ｃ 1 0

～Ｃ 1 6アルカノールアミドなどの起泡増進剤を、典型的には１％～１０％のレベルで組成
物に組込むことができる。このような起泡増進剤の典型的なクラスとして、Ｃ 1 0～Ｃ 1 4モ
ノエタノールおよびジエタノールアミドを例示する。アミンオキシドなどの高起泡添加界
面活性剤を有するこのような起泡増進剤の使用もまた利点がある。
【０１１１】
抗酸化剤は、場合によって、本発明の洗剤組成物に添加することができる。これらは、洗
剤組成物に使用される従来の抗酸化剤のいずれであることができ、例えば２，６－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール（ＢＨＴ）、カルバミン酸塩、アスコルビン酸塩
、チオ硫酸塩、モノエタノールアミン（ＭＥＡ）、ジエタノールアミン、トリエタノール
アミンなど）であり得る。存在する場合、抗酸化剤は、約０．００１重量％～約５重量％
で組成物中に存在することが好ましい。
【０１１２】
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本発明の組成物中で使用した種々の洗剤成分は、場合によって、多孔質疎水性基質上に前
記成分を吸着させ、疎水性被覆物を用いて前記基質を被覆することによってさらに安定化
することができる。好ましくは、洗剤成分を界面活性剤と混合し、次に、多孔質基質に吸
着させる。使用の際、洗剤成分を基質から水溶性洗浄液に放出し、意図された洗剤機能を
働かせる。
【０１１３】
この技術をより詳細に例示するために、多孔質疎水性シリカ（登録商標 SIPERNAT D10、 De
Gussa）を、３％～５％のＣ 1 3～Ｃ 1 5エトキシル化アルコール（ＥＯ７）非イオン界面活
性剤を含むタンパク質分解酵素溶液と混合する。典型的には、酵素／界面活性剤溶液は、
シリカの重量の２．５倍である。得られた粉末を、シリコーンオイル（５００～１２，５
００の範囲の種々のシリコーンオイル粘度を使用可能）中で撹拌しながら分散させる。得
られたシリコーンオイル分散物は、乳化されるか最終洗剤マトリクスに添加される。この
ようにして、上記の酵素、漂白剤、漂白活性剤、漂白触媒、光活性剤、染料、蛍光剤、柔
軟剤（ fabric conditioner）、および加水分解可能な界面活性剤のような成分が、洗剤の
使用（液体洗濯洗剤組成物を含む）のために「保護」されることができる。
【０１１４】
さらに、これらの手洗い食器洗浄洗剤の実施形態は、屈水性誘発物質をさらに含むことが
好ましい。適切な屈水性誘発物質には、ナトリウム、カリウム、アンモニウム、またはト
ルエンスルホン酸、ナフタレンスルホン酸、クメンスルホン酸、およびキシレンスルホン
酸の水溶性置換アンモニウム塩が含まれる。
【０１１５】
本発明の洗剤組成物は、顆粒、ペースト、ゲル、または液体を含む如何なる形態でもある
ことができる。非常に好ましい実施形態は、液体またはゲル形態である。液体洗剤組成物
は、キャリアとしての水および他の溶媒を含むことができる。メタノール、エタノール、
プロパノール、およびイソプロパノールによって例示された低分子量の第一、または第二
アルコールが適切である。界面活性剤の溶解には１価のアルコールが好ましいが、２個～
約６個の炭素原子および２～約６つのヒドロキシ基を含むもののようなポリオール（例え
ば、１，３－プロパンジオール、エチレングリコール、グリセリン、および１，２－プロ
パンジオール）を使用することができる。組成物は、５％～９０％、典型的には１０％～
５０％のこのようなキャリアを含むことができる。
【０１１６】
例として、本明細書中の洗剤組成物の顆粒の作製法を、以下に記載する：直鎖アルキルベ
ンゼンスルホン酸塩、クエン酸、ケイ酸ナトリウム、硫酸ナトリウム、香料、ジアミンお
よび水を添加し、クラッチャーで加熱混合する。得られたスラリーを噴霧乾燥して顆粒状
にする。
【０１１７】
例として、本明細書中の液体洗剤組成物の作製法を以下に記載する：遊離水およびクエン
酸塩を添加し溶解する。この溶液に、アミンオキシド、ベタイン、エタノール、屈水性誘
発剤、および非イオン界面活性剤を添加する。遊離水が使用できない場合は、上記混合物
にクエン酸塩を添加した後溶解するまで撹拌する。この時点で、酸を添加して処方物を中
和する。酸をマレイン酸およびクエン酸などの有機酸から選択することが好ましいが、無
機酸も同様に使用することができる。好ましい実施形態では、これらの酸を、処方物に添
加した後にジアミンを添加する。ＡＥｘＳを最後に添加する。
【０１１８】
非水性液体洗剤
非水性キャリア媒体を含む液体洗剤組成物の製造は、米国特許第 4,753,570号、同第 4,767
,558号、同第 4,772,413号、同第 4,889,652号、同第 4,892,673号、英国特許第 A-2,158,838
号、同第 A-2,195,125号、同第 A-2,195,649号、米国特許第 4,988,462号、同第 5,266,233号
、欧州特許第 A-225,654号 (1987年 6月 16日 )、同第 A-510,762号 (1992年 10月 28日 )、同第 A-5
40,089号 (1993年 5月 5日 )、同第 A-540,090号 (1993年 5月 5日 )、米国特許第 4,615,820号、欧
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州特許第 A-565,017号 (1993年 10月 13日 )、同第 A-030,096号 (1981年 6月 10日 )(本明細書中で
参考として援用される )の開示によって調製することができる。このような組成物は、安
定に懸濁した種々の特定の分散成分を含むことができる。従って、このような非水性組成
物は、 LIQUID PHASE、および場合によってであるが好ましくは SOLID PHASEを含む（全て
以下および引例に詳細に記載されている）。
【０１１９】
本発明の組成物を使用して、手洗い食器洗浄のための洗浄水溶液を形成することができる
。一般に、有効量のこのような組成物を水に添加して水性清浄または浸水溶液を形成させ
る。このようにして形成された水溶液を次に、食器類、食卓用食器類、および調理器具に
接触させる。
【０１２０】
水性清浄溶液を形成させるために水に添加する有効量の本明細書中の洗剤組成物は、水溶
液中、約５００～２０，０００ｐｐｍの組成物を形成するのに十分な量を構成することが
できる。より好ましくは、約８００ｐｐｍ～５，０００ｐｐｍの本明細書中の洗剤組成物
が、水性清浄液で提供され得る。
【０１２１】
以下の実施例は、本発明を例示するものであり、その範囲を制限または規定することを意
味しない。本明細書中で使用した全ての部、百分率、および比は、別に特記しない場合、
重量％を示す。
以下の実施例では、全てのレベルは、組成物に対する重量％として引用する。
【０１２２】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１２３】
【表２】
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【０１２４】
【表３】
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